
（１）プラットフォーム関係者への認識・課題共有
・庁内連携では青森県型地域共生社会の全庁的な連携体制（健康福祉部が事
業立ち上げ、企画政策部が推進役として引き継ぎ、環境生活部、農林水産部、商
工労働部と連携しながら進めている）を基盤として取り組んでいる。
（２）孤独・孤立対策に関する住民への周知・意識付け
・勉強会の開催前後での情報掲載（募集チラシ、ダイジェスト動画の掲載）による
周知した。また勉強会・準備会を一連の取り組みとしてまとめた報道特集と県内民法
放送のニュース番組で放映した。
（３）試行的事業の実施
青森県においては、下記の通り4つの試行的事業を実施した。

青森県地方版孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム推進のあり方に関する調査研究（北海道、東北②地域）

◆１．プラットフォーム設立の概要

（１）プラットフォームの形成目的と目指した状態
【目的】自殺死亡率の減少を目的とした青森県における孤独・孤立問題に取り組む官・民・
NPO等の連携の強化
【機能】主に自殺対策を柱とした孤独・孤立の課題解決の具体的な施策の企画と実施
【目標】令和4年度：勉強会・準備会の実施による意識醸成、 住民への普及啓発 令和
5年度：PF本会開催

（２）プラットフォームの体制
【設置形態】既存組織へ融合「青森県
型地域共生社会」

【主な構成組織】以下の分野の11団体
・高齢者支援、・一人親支援、・子ども
支援・障害者支援、・ひきこもり・不登校
支援、・自殺対策支援

（３）プラットフォームで主に協議したこと
・勉強会
・「共生と包摂の社会にむけて」
・第1回準備会（予定）
・本事業において行う５つの試行事業概要・
結果報告。次年度以降の本会の在り方検
討。

（４）プラットフォーム形成に向けて工夫した点、苦労した点
・準備会の開催前に、構成員を含む対象者向けに勉強会を開催している。既存の青森県
型地域共生社会の実現を目指す文脈の中に孤独・孤立対策問題を組み入れることで、
参加者への意識を浸透しやすくしている。
・準備会の構成員の選定に際しては、担当課（健康福祉政策課）より直接各団体に対し
て当事業の取り組みを説明。各団体の理解を求めた上で参加を依頼したことで準備会の
温度感を高めている。

（５）本年度の成果と次年度に向けた動き
・青森県では全国に先駆けて「保健・医療・福祉包括ケアシステム」の体制構築に取り組ん
できた。その体制に、「住まい」「生活支援」を取り込むとともに、「交通」「情報通信」「セキュリ
ティ」の地域機能を加え、さらに「地域づくり」の視点を踏まえ、より広い視点での「青森県型
地域共生社会」を推進している。
・平成30年度より市町村支援、地域づくり支援、多職種連携強化に取り組んでいる。
・本事業を契機とし、これら自殺対策に対する課題を整理し、孤独・孤立対策の検討を通し
て県内の自殺率の低下を目指したいという希望があった。
・当事業の試行的事業で実施し取りまとめた孤独・孤立問題に関わる情報を整理し、県内
各自治体への共有も進め、孤独・孤立対策の周知、理解を広めていく予定である。

連携プラットフォーム設置予定時期：2023年10月以降

試行事業１．勉強会の開催

試行事業２．自殺対策に関する事例調査

試行事業３．団体向けアンケート調査

◆２．プラットフォーム形成に向けた工夫

・令和5年度に開催される本会に向け、準備会メンバー以外
にも広く事業を周知し、今後の孤独・孤立対策における官
民連携の啓発を目的として実施した。
・また、2月10日に実施した勉強会参加者を「準備会オブ
ザーバー」として位置付け設立準備会を開催した。

・令和3年に青森県の自殺死亡率（人口10万人当
たり）は23.4と初めて全国ワーストとなったことを受け、
より一層効果的な対策を講じるために、自殺対策事
例の調査・分析を実施した。

・県内の孤独・孤立支援を行う団体を対象に、現状の
相談状況や支援内容に係る県内の孤独・孤立の実
態を把握することで、今後の施策の立案や実行に役
立てることを目的としたアンケートを実施した。

・青森県型地域共生社会を目指す上で広く青森県
民全体に周知し、住民一人ひとりが当事者である
ことを認識して頂くため、県内の民法放送のニュース
番組の中で、セミナー・準備会を一連の取り組みと
してまとめた報道特集として放映した。

試行事業４．動画による情報発信
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